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参考３ 本県農林水産業の現状

平成２２年の農業産出額は、全国で８．１兆円、東北で１．３兆円と平成１２年に

比べるといずれも１２～１５％の大幅な減少となっています。

一方、本県においては、米の産出額の減少により３，０００億円を割り込んだもの

の、平成１２年以降は２，６００～２，８００億円前後と横ばいで推移し、平成１６

年からは東北で１位となっています。

参考３ 本県農林水産業の現状参考３ 本県農林水産業の現状

１ 農業産出額１ 農業産出額

図５ 東北各県の農業産出額推移

表１ 農業産出額の推移 単位：億円・％

図６ 青森県の農業産出額推移

参考３ 本県農林水産業の現状
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平成２２年の経営耕地面積は、全国で３１９万ｈａ、東北で６１万ｈａ、青森で１０

万ｈａとなっており、平成１２年から平成２２年の減少率は、本県は１３．２％と、

全国の１４．５％、東北の１６．５％に比べると低いものの、減少傾向は続いていま

す。

本県の耕地面積は、普通畑を除いて年々減少しています。

図７ 耕地面積（青森県）

２ 耕地面積２ 耕地面積

表２ 経営耕地面積の推移 単位：ｈａ・％

表３ 青森県の種類別経営耕地面積（販売農家） 単位：ｈａ・％

参考３ 本県農林水産業の現状
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平成２２年の耕作放棄地の面積は、全国で３９．６万ｈａ、東北で７．６万ｈａ、

青森県は１．５万ｈａで年々増加しています。

本県の増加率は、東北と同様の傾向で推移しており、平成２年から平成１２年まで

の１０年間で倍増し、平成１２年から平成２２年までの１０年間では、２割増加して

います。

所有者別の内訳を見ると、販売農家では減少しているものの、自給的農家、土地持

ち非農家を中心に増加しています。

また、販売農家の耕作放棄地を農地の種類別に見ると、平成１７年から２２年にか

けて田及び畑では減少に転じたものの、樹園地では依然として２０％以上の高い割合

で増加しています。

３ 耕作放棄地３ 耕作放棄地

表４ 耕作放棄地面積の推移 単位：ｈａ・％

図８ 所有者別の耕作放棄地面積 図９ 農地の種類別耕作放棄地面積
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平成２２年度の農業就業人口は、全国で２，６０６千人、東北で４８７千人、青森

県で８１千人となっており、本県の減少率は、全国及び東北よりは低いものの、平成

２年から平成１２年で１５．６％減、平成１２年から平成２２年で２６．５％減と加

速しています。平成１２年以降の減少数を平均すると年間約３，０００人の減少とな

ります。

また、６５歳以上の割合が５１．３％と過半数を超え、一方で４０歳未満の割合は

１０％を下回っており、高齢者層が主たる農業労働力となっています。平均年齢は、

全国では２番目に低いものの６２．６歳にまで上昇しています。

今後は、昭和一桁世代や団塊世代の引退も視野に入ってきたことから、現状のすう

勢のまま推移した場合は、今後１０年間で更に減少速度が加速し、平成３２年には約

４割減少の５２千人程度になると予測されています。

（１）集落営農に先駆的に取り組んだ島根県と青森県の比較

島根県では、過疎化や高齢化に対応して、昭和５０年（１９７５年）から島根農業

振興対策事業（新島根方式）など様々な施策を講じて、全国に先駆けて集落営農を推

進し、地域ぐるみでの営農を展開しています。

２０１０年の農業集落を総戸数規模で区分すると、青森県は、３０戸未満の集落が

２０．８％（そのうちＤＩＤから３０分以上の距離にある集落は１８．８％）と全国

や東北に比べて低いのに対し、島根県は、５９％（４５．３％）と高く、いわゆる限

図11 年齢別農業就業人口の推移（青森県）

４ 農業就業人口４ 農業就業人口

表５ 農業就業人口の推移 単位：千人・％

図10 農業就業人口の推移（青森県）

参考３ 本県農林水産業の現状
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界集落に移行する可能性の高い地域が多いことが背景と考えられます。

また、青森県と島根県の農業就業人口及び４０歳以下の比率や６０歳以下の比率な

どの推移を比較すると、島根県が取組を開始した１９７５年の状況に青森県が達した

のは、１９９０年から１９９５年で、さらに、青森県の２０１０年センサスの状況は、

島根県の１９９０年から１９９５年の状況と類似しています。このことから、青森県

の農業就業人口の構造は、島根県の１５～２０年遅れで推移していると考えられます。

【青森県】 【島根県】

（２）経営形態別の農業就業人口の推移

販売農家の農業就業人口を経営形態別に見ると、２０００年の単一経営では稲作が

３４千人と最も多かったものの、２０１０年までの１０年間で４１．５％減少し、果

樹類の２２千人を下回りました。経営形態別の年齢構成を見ると、稲作は、２０１０

年の７０歳以上の割合が４５．５％と更に高まっていることから、今後も就業人口が

大幅に減少することが見込まれます。また、稲作以外では、複合経営、酪農経営で減

少率が高い傾向にあります。

果樹類は、２００５年まで高齢化が進行しながらも横這いで推移してきましたが、

２０１０年には減少に転じています。露地野菜、肉用牛では増加の傾向が見られます。

しかし、年齢層に着目して見ると、いずれの品目も７０歳以上の比率が増加する一

方で、４９歳以下では減少していることから、今後は減少の更なる加速化や、増加し

ている品目であっても増加率の鈍化や減少に転じることが予想されます。

29戸以下でDIDから30分以上の
農業集落数

図12 総戸数規模別の農業集落(2010年)

参考３ 本県農林水産業の現状
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表６ 農業就業人口の経営形態別推移

図13 年齢区分別の農業就業人口

参考３ 本県農林水産業の現状
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平成２２年度の販売農家数は、全国で１，６３１千経営体、東北で３０５千経営体、

青森県で４５千経営体となっています。平成１２年から平成２２年までの１０年間の

減少率は、本県は２７．８％で、これは全国及び東北と同等です。

経営類型別に見ると、特に稲作単一経営で減少が著しくなっており、果樹は横ばい

で推移し、野菜は増加しています。

また、農産物の販売金額規模別の販売農家割合を見ると、本県は、全国や東北に比

べて３００万円から１，０００万円の割合が高い特徴があります。

なお、販売農家数全体が減少する中にあっても、農産物の販売額が３，０００万円

以上の農家数は現状維持から増加する傾向が見られています。

表７ 販売農家数の推移

図14 経営類型別販売農家数の推移 図15 販売金額規模別販売農家の割合

表８ 農産物販売金額１位の部門別販売農家数（3,000万円以上）

５ 販売農家数５ 販売農家数

参考３ 本県農林水産業の現状
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（１）新規就農の状況

平成２２年度の新規就農者数は１７５人で前年対比１２６％、過去５ヶ年平均対比１

３３％と増加し、過去１０年間で最も多い人数です。

平成１４年度以降、中学、高校、大学等の新規学卒者の就農者数は減少傾向にありま

したが、平成２２年度は高校の新規学卒者が前年より３１人増えたことにより８２人と

増加に転じ、前年対比１７１％と大幅に増加しました。

Ｕターン就農者数は、６４人で前年対比１２５％と増加し、農外からの新規参入者は、

２９人で同７３％と減少しました。

（２）年代別新規就農者の推移

新規就農者を年代別に見ると、平成１４年度以降１５歳から２９歳の就農者数が減

少傾向にありましたが、平成２２年度は１２０人で前年対比１４６％と大幅に増加し

ました。その要因としては、高校の新規学卒者の就農が影響しており、就職難や職業

として農業が見直されたことによるものと考えられます。

一方、４０歳以上の就農者数は、平成１８年度以降増加傾向にあります。

６ 新規就農者数６ 新規就農者数

図17 青森県年代別新規就農者の推移（県構造政策課調べ）

図16 青森県新規就農者の推移（県構造政策課調べ）

参考３ 本県農林水産業の現状
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平成２２年度の認定農業者数は前年度に比べ９７経営体増加し、９，３４４経営体
となり、平成１７年からの５年間で約２倍に増加しています。
また、年齢別構成割合では、平成２２年度の５５歳以上比率は５９．９％で、平成

１９年度に比べ、１０％増加しています。

７ 認定農業者数７ 認定農業者数

図18 青森県認定農業者数推移

図19 認定農業者の年齢別構成割合

参考３ 本県農林水産業の現状
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本県の集落営農組織は、平成１８年に始まった国の水田経営所得安定対策を契機に設

立が進み、平成２４年２月では１３５組織（うち法人化は２４組織）となっています。

地域別に見ると、中南地域が最も多く４３組織で、次いで上北地域、西北地域、東青

地域の順となっており、三八地域、下北地域では集落営農組織は少ない状況にあります。

地域別の集落営農組織の総経営面積は、中南地域では１，９９２ｈａで、うち水稲面

積が１，３９５ｈａ、上北地域では３，２９１ｈａで、うち水稲面積が２，２１０ｈａ

と、７割を水稲が占め水稲主体型の組織が多い傾向が見られます。

西北地域では、１，９２６ｈａで、うち麦・大豆面積が１，６８１ｈａ、東青地域で

は、７５０ｈａで、うちその他作物（主にそば）と麦・大豆面積が４８７ｈａと転作作

物の占める割合が高く、転作作物主体型の組織が多い傾向が見られます。

（県構造政策課調べ）

（県構造政策課調べ）

８ 集落営農組織数８ 集落営農組織数

調査対象とした集落営農組織の定義は、「水田・畑作経営所得安定対策」の加入要件を満たす組織とした。

【要件】

・一定の経営規模（20ha以上） ・農用地利用集積目標の設定 ・規約の作成

・共同販売経理（経理の一元化） ・法人化計画の作成 ・主たる従事者の所得目標の設定

表９ 集落営農の設立状況（平成２４年２月）

表10 集落営農組織数の推移

参考３ 本県農林水産業の現状
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限界集落になる可能性を表す指標の一つとして、集落と人口集中地区※（ＤＩＤ）を

車の移動時間で区分した値が使用されており、３０分以上の集落においてその可能性

が高いとされています。

本県の集落のうち人口集中地区※（ＤＩＤ）から車で３０分以上の距離にある集落の

割合は、２００５年の２７．６％から２０１０年には４１．１％へと、全国や東北を

上回るペースで増加しており、今後、集落の人口減少が進んだ場合は、いわゆる限界

集落になる可能性が高くなっています。

一方、農業集落を農業地域類型で分類すると、本県は、平地農業地域に属する割合

が３９．４％と、全国の２６．０％、東北の３４．７％を上回っており、効率化や規

模拡大等によって競争力を高められる可能性を有していると言えます。

図20 集落とＤＩＤからの距離

図21 農業地域類型別農業集落数

９ 農業集落の類型９ 農業集落の類型

参考３ 本県農林水産業の現状

人口集中地区（ＤＩＤ）とは

市区町村の区域内で人口密度が4,000人/km2以上の区域が互いに隣接して人口が5,000人以上となる地区。

一般に、限界集落であってもＤＩＤからの距離が３０分未満であれば消滅の心配はないとされる。

農業地域類型とは

旧市区町村及び市町村をＤＩＤ面積、人口密度、宅地、耕地及び林野の割合に着目し、一定の基準に基づいて類

型化した区分。都市的地域、平地農業地域、中間農業地域、山間農業地域に区分される。


